
３ 少子化対策・子どもの貧困対策について 

【内閣府、厚生労働省】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現況、課題等】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪提案・要望事項≫ 

１ 地方の取組に対する財源の確保について 

地域の実情に応じた、「地域目線」による少子化対策が継続的かつ柔軟に実施できる

よう、地域少子化対策強化交付金の拡充など、自由度の高い安定した恒久的な財源を確

保すること。 
 

 

 

２ 子ども・子育て支援策の充実について 

（１）子ども・子育て関連３法に基づく子ども・子育て支援新制度については、地域の実

情に応じた事業を確実に実施するため、必要な財源を国において恒久的・安定的に確

保するとともに、市町村及び都道府県に対し、その役割に見合う措置を行うこと。 
 

 

 

（２）保育所職員の配置については、保育の質の向上を図るため、保育現場の実態に即し

た配置ができるよう乳児をはじめとする「配置基準」を見直すとともに、必要な財源

措置を行うこと。また、施設型給付の公定価格の設定に当たっては、保育士の処遇改

善が図られるよう十分に配慮すること。 
 

 

 

 

 

３ 子育て世帯の負担軽減等について 

（１）経済的な理由や子育ての負担感から理想とする数の子どもを持つことを断念する

ことのないよう、保育料の軽減措置を拡大するなど、子育て世帯に対する経済的負

担を軽減すること。 

 

 

（２）子ども、母子家庭等への医療費助成について、国において助成制度を創設すること。

また、窓口無料化（現物給付化）の実施による国民健康保険国庫負担金の減額措置を

廃止すること。 
 

 

４ 子どもの貧困対策の充実について 

経済的な理由により進学を諦めることのないよう教育の機会均等を確保するための

支援策の拡充・強化を図ること。また、生活困窮家庭の子どもに対する学習支援等、子

どもたちが必要な学力を確実に身につけられる体制整備への支援を充実すること。 

新制度の実現に必要な 1 兆円超の財源のうち、消費税増収分により充当される 0.7 兆円以外の

0.3兆円超については、現在確保の目途が立っておらず、安定的かつ恒久的な財源確保が必要 

 

・国の職員配置基準では、乳児 3：1、１～２歳児 6：1、３歳児 20：1 

☞ 保育の質の向上・発達障害児・食物アレルギー等対応のため、市町村独自に加配措置 

・公定価格の加算により保育士等の賃金の３％上乗せ等が行われている 

☞ 専門的知識や経験を有する保育士確保には、更なる処遇改善が必要 

県支援策 ・第３子以降の保育料軽減事業(H27) 

 ・子育て家庭優待パスポートに多子世帯優遇サービスを創設(H27) 

平成 27年度実施県事業 ・ながの結婚支援ネットワーク等強化事業 

【採択 ６事業 4,996 万円】 ・潜在保育士掘り起こし事業 他 

県支援策 ・県内大学奨学金給付事業 ・高等学校等遠距離通学費貸付金  

・飛び立て若者奨学金 

県補助金決算額（H26） ・子ども：約 11億円、母子家庭等：約４億円 

  



１ 財源の確保について 

内閣府は、結婚、妊娠・出産、子育てまで、地方自治体の切れ目ない取組を支援するた

め、「地域少子化対策強化交付金」を創設し、地域における少子化の取組を支援している。 

本交付金は先駆性が採択要件であること、交流型の結婚支援が対象外であることなど、

必ずしも地方が求める支援となっていない。 

国においては、地方の裁量を拡大し、地域の実情を踏まえた様々な施策に柔軟に対応す

るとともに、中期的な視点から継続して財源を確保するなど、積極的な支援が求められる。 
 

２ 子ども・子育て支援策の充実について 

保育の質の向上、様々な子どもへの対応のため、現状では、国が定める配置基準以上に、

市町村が独自に保育士等を加配している。 
 

３ 子育て世帯の負担軽減 

保育所における保育料は、２人以上の子どもが同時に入所している場合、第２子以降の

子に軽減措置が設けられている。しかし、同時入所が条件のため、多子世帯であっても対

象とならない世帯もあることから、独自に国基準を上回る負担軽減を行っている。 
 

４ 子どもの貧困対策 

家庭の経済的な困窮が、高等学校等卒業後の進学率などにも影響を及ぼし、全体では 70％

が大学等へ進学する中にあって、ひとり親家庭では 42％、児童養護施設では 23％に留まる

など、結果として厳しい環境におかれた子どもたちの教育の機会均等の確保が損なわれる

ことにつながっていると考えられる。 

【長野県の取組】 

１ 「地域少子化対策強化交付金」の活用状況（平成 27年度） 

 計画（見込） 交付決定（見込） 

事業数等 金額 申請数 金額 

県  ６事業  5,002 万 8千円  ６事業  4,996 万 1千円 

市町村  15 市町村  4,700 万 7千円  15 市町村  3,869 万 6千円 

２ 子育て支援に係る主な県単独補助事業 

事 業 名 事 業 概 要 負担割合 

低年齢児保育支援事業 ０～１歳児保育に係る加配職員経費等への助成 

県 

１／２ 

 

市町村 

１／２ 

病児・病後児保育個別・広域対応

支援事業 

国庫補助対象とならない形での小規模な事業実

施や広域連携での事業実施に対する助成 

病児・病後児保育施設等整備事業 
病児・病後児保育事業を新たに実施するための

備品等の整備の助成 

社会福祉施設代替職員雇用事業 
市町村立の社会福祉施設の産休病休代替職員確

保のための経費の助成 

福祉医療費給付事業 
市町村が行う子ども、母子家庭等に対する、医

療費の自己負担への助成に対する支援 

 【参考】 

 仕事と子育てを両立するために行政に期待すること 

 

 

 

 

 

 

 

 
                            （H26.8「子育て支援意向アンケート」長野県県民文化部） （県所管部局）県民文化部、健康福祉部 
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